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財団の理念

一般会員数（士業）
資格制度
第三者承継士養成講座

第三者承継士　会費

M&Aへの理解を深め、マーケットを創造し日本経済の発展へ
貢献すること
約800事務所
第三者承継士／M&Aプランナー／労務承継監査士
リアル講座（東京）※収録動画視聴講座あり
１日目：７月12日（土）10：00～17：00
２日目：７月13日（日）10：00～17：00
３日目：８月  2日（土）10：00～17：00
受講料：253,000円（税込）
5,500円（税込）／月　※初回のみ登録料11,000円（税込）
                                  https://jmap-ma.com/

「日本的M&A」の理念。その危機感
からの出発

2014年5月に設立された「（一財）
日本的M&A推進財団」（以下、同財
団）は、白川氏が顧問先企業の高齢化
や後継者不在といった課題に直面する
中、貴重な技術・伝統・文化を持つ多
くの中小企業が廃業の危機に瀕してい
る現状に強い危機感を抱き、その解決
を目指して設立された。
　単なる企業の売買ではなく、雇用や
文化継承を含む「友好的な事業承継」
を「日本的M&A」と定義し、その普及
に取り組んでいる。

仲介方式の「仕組み」が抱える本質
的な問題

　中小企業庁は、「中小M&Aガイドラ
イン」の普及や「M&A支援機関登録制
度」の創設などにより、円滑なM&Aの
促進を図っている。しかし、後継者不
足に付け込む仲介業者がマスコミ等で
大きく取り上げられる事態は、氷山の
一角にすぎないという声もある。
　業界団体である（一社）M&A支援機
関協会では、自主規制ルールの策定や
不適切な買手事業者の共有（特定事業
者リストに掲載）などの取り組みを進
めているが、その成果には今後、注視
が必要だろう。
こうした中、同財団の方針と取り

組みは極めて明確だ。白川氏はこう
語る。
「M&A支援には仲介方式とアドバイ
ザリー方式がありますが、仲介方式は
本質的に利益相反の要素を含んでいま
す。これは善悪の問題ではなく、仕組み
そのものに問題があるのです。私たち
は設立当初からそのことを一貫して訴
えてきました。仲介方式ではその仕組
み上、顧客に寄り添うことができない、
敢えて言えば寄り添ってはいけない仕
組みとも言えます。必然的に成功報酬
を目的としたビジネスになってしまいま
す」。同財団が仲介方式ではなくアドバ

イザリー方式に限定している理由は、こ
こにある。
　実際、仲介方式では1社が売り手と
買い手の双方を担当し、双方から手数
料を得る「両手取り」が一般的だ。こ
れは、構造的に利益相反のリスクをは
らんでおり、どちらか一方の当事者の
利益が十分に守られないケースや、不
適切な情報提供が行われるリスクが指
摘されている。過去には、「ルシアン
事件」や「トウキョウファーム事件」
といった問題事例も発生している。

資格制度がない！ という深刻な課題

　会計事務所にとって、顧問先の後継
者不在の問題は日々実感せずにはいら
れない。ところが、M&Aの話となると
関与できないケースが大半ではないだ
ろうか。会計事務所は本業が忙しく余
裕がない、あるいはM&Aの知識不足の
ため、金融機関や仲介会社などが相談
先となりM&Aが進んでいく。本来であ
れば最初に相談を受けるべきは会計事
務所である。そのために必要なのは知
識を学ぶことだ。
「税務の世界には税理士制度があ
り、違反すれば資格剥奪もあり得る。一
方で、M&Aは資格制度がなく、経験が
無くとも誰でも名乗れます。たとえ今日
問題を起こしても明日からまた活動が
ができてしまう。だからこそ、私たちは
資格制度を作らなければなりません。
それが『第三者承継士』で、その育成が
とても重要です」（白川氏）。

「第三者承継士」制度とその役割

　「第三者承継士」になるには、同財
団が実施する養成講座を受講し、試験
に合格する必要がある。この講座は、
白川氏が実際に関わったM&A案件か
ら、実践的な内容を18時間に詰め込ん
だものだ。
　「顧問先の事業承継に寄り添うため
に、最低限知っておくべきことを3日間
で学んでいただきます。もちろん、こ

れですぐにM&A支援ができるわけでは
ありませんが、それを補うために会員
の相互連携を制度化しています」。
　資格は一身専属であり、事務所単位
ではなく個人に付与される。現在、第
三者承継士は100名を超えているが、
白川氏には依然として危機感が強い。
「設立以来、M&A支援の理念と品質を
維持するため積極的な宣伝活動はして
こなかったのですが、事業承継の問題
は待ってくれません。早急に500名規
模の第三者承継士を育成し、全国に
ネットワークを広げたい」。

最終目標は「財団が不要となる未来」

同財団の設立（2014年）は、2000年
に発足した「会計人共同体」という組織
まで遡る。税理士業界はその歴史を顧
みると、ビジネス的な競争によって成長
した業界とは異なり、例えば、TKC創業
者の飯塚毅氏に代表されるような哲学
や理念を重視する人物によって築かれた
側面が強い。白川氏は次のように語る。
　「筑豊の田舎町から天下国家を語る
税理士が楠本住雄でした。私はその二
代目の楠本浩之に学びました。財団の
理念は、士業が自立を前提にお互いが
暖かく、かつ厳しい関係で理念を共有
する共同体の構築にあります。税理士
一人では限界があり事業承継は解決で
きませんが、全国のネットワークとし
て協力すれば可能になるのです」。
　経済産業省が公表した「第三者承継
支援パッケージ」では、今後10年間で
60万件、つまり年間6万件のM&Aを目

指すと明記されている。「私は第三者
承継士を1万人育成することが目標で
す」と語るが、「50年後に1万人では
意味がないのです」とも指摘する。
　同財団では、第三者承継士制度以外
にも「労務承継監査士」制度や、表明
保証保険の整備など、制度の充実を進
めている。
　「事業承継の問題は突き詰めると、
経営者が後継者を育てていない、とい
うことに行き着いてしまう。育ててい
れば、後継者問題は存在しません。だ
からこそ、財団の究極の理想は、財団
が必要なくなる世界を実現することで
す」。
　その道のりはけっして平坦ではない
が、まずは顧問先の事業承継を支援で
きる「第三者承継士」の育成を急ぐ必
要がある。白川氏は「本来、この資格
制度は中小企業庁が担っていただきた
いところです。しかし高齢化は進み、
事業承継は待ってくれません」。
　白川氏の言葉からは、中小企業の事
業承継とM&Aにおける課題を乗り越
え、より健全で透明性の高い業界を築
こうとする同財団の強い意志を感じさ
せる。日本の貴重な資産である中小企
業の雇用・文化・技術を次世代に確実
に継承していくため、同財団の取り組
みと今後の展開に注目したい。
　なお、同財団に興味のある士業の方
は、一般会員（無料）への登録を検討
されると良いだろう。メルマガ・案件
情報、書式集（一部）、財団主催セミ
ナーへの参加などにより、同財団の理
解を深めることができる。

中小企業が安心して第三者承継できる未来へ中小企業が安心して第三者承継できる未来へ中小企業が安心して第三者承継できる未来へ中小企業が安心して第三者承継できる未来へ

2025年4月10日、東京国際フォーラムにて、（一財）日本的M&A推進財団（JMAP）主催の「新・会員制度
説明会」が開催された。用意された100席は満席となり、会場は参加者の熱気に包まれた。背景には、会計事
務所として顧問先の事業承継に対する危機感がある。同財団の現状と今後の取り組みについて、白川正芳代表
理事に話をうかがった。

会計業界に特化した国内最大級のイベント

AIとデジタルが生み出す業界の新時代へ。
新たな可能性を探求しよう!

2025

ジャスネットコミュニケーションズ（株）
税界タイムス編集局　https://www.kaikeihaku.com

2025年9月11日(木)～12日(金)
午前10時～午後5時（ただし最終日は午後4時）
東京都立産業貿易センター
浜松町館2階 展示室
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（一財）日本的M&A推進財団

M&A業界の課題解決には「アドバイザリー方式」と「資格制度」
全国の税理士によるネットワーク構築で改革を

白川  正芳 代表理事（一財）日本的M&A推進財団




